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要　旨
住宅地需要者集団に付け値分布、土地供給者に資産選択行動を想定し、各種用途の均衡条
件に基づく都市内土地利用モデルすなわち「多地区多財均衡モデル」を用いて、都市人口を
外生変数とする閉鎖都市における多用途の土地利用形態を表現した。特に本稿においてはこ
れまでの農地、中所得者住宅地、高所得者住宅地に加えて、低所得者の集合住宅いわゆるア
パートと中所得者の集合住宅いわゆるマンションの集合住宅を考慮することにより、現実の
都市内土地利用を説明する理論解を提示した。これにより、解法が難しい閉鎖都市において
もすべての住宅地利用が理論的に解明できることを示した。次に、閉鎖都市人口は一定に保
ちつつ、アパート需要者数を減少させて同数の中所得者住宅地需要者数を増加させた比較静
学分析を行った。これによると、外生変数を変化させたアパートおよび中所得者住宅地の均
衡付け値分布・均衡土地利用構成比が変化するのは当然であるが、各用途の立地競合を通し
て、外生変数を変化させていないマンションおよび高所得者住宅地の均衡付け値分布・均衡
土地利用構成比にも影響を与えることが解明された。
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1．はじめに
これまでの一連の本研究では、住宅地需要者
に付け値分布、住宅地供給者に資産選択行動を
想定し、各種用途の均衡条件に基づく都市内土
地利用モデル構築してきている。すなわち、ま
ず住宅地需要者の効用関数に対数線形関数を特
定化した付け値に、供給側の2パラメタ・ポー
トフォリオ理論の要請からの正規分布を仮定し
て、効用分布、離散的各地区における付け値分
布、敷地規模分布、住宅地需要関数を導出した
1）。一方、土地所有者の住宅地供給行動に資産
選択行動を想定して、各地区における土地・住
宅供給関数を導出した2）。そして各土地利用別
の均衡条件、各地区人口関数等を付加して都市
内土地利用モデルを構成した3）。
この一般均衡論的な都市内土地利用モデルを
閉鎖都市条件下における多用途土地利用形態
―付け値分布と資産選択に基づく都市内土地利用形態（その９）―
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「多地区多財均衡モデル」として、開放都市・
閉鎖都市の枠組みでの解法を進めている（1）。
住宅地需要者の効用を基本的外生変数として最
終的に都市人口を内生変数とする「開放都市」
は成長期の都市モデルに適するとされるが、本
研究では土地所有者の最適化問題を解くことに
帰着し、農地・住宅地の2財モデルによって単
一中心都市の土地利用の理論的諸形態、定常過
程における都市成長を示し4）、多財モデルによ
り、農地・中所得者住宅地・高所得者住宅地、
アパート・マンションの集合住宅地の各地区土
地利用構成、用途別地区人口分布等々を提示し
た5）。これに対し、基本的外生変数として都市
人口を入力して付け値を経由して最終的に効用
水準を導く「閉鎖都市」は成長停滞期の都市モ
デルに適するとされるが、本モデルでは内部に
最適化問題を含む非線型連立方程式となり解法
は一段と難しくなる。まず、土地所有者の最適
化問題の解析解が得られる農地と住宅地の2財
モデルに限定した解法を示し6）、単一中心都市
の閉鎖都市形態、都市人口変化による都市形態
の比較静学分析、住宅地需要者の均衡効用分
布・土地所有者の均衡効用水準分布等々を提示
した7）。次いで、閉鎖都市と開放都市の入力と
出力がいわば‘逆’の関係にあることを利用し
て、両モデル間の繰り返し計算による閉鎖都市
の一般解法を提示して、農地・中所得者住宅地・
高所得者住宅地の地区別均衡土地利用分布を示
すとともに都市人口変化が及ぼす土地利用形態
の比較静学分析を行った8）。
さて、本稿の研究目的は以上の研究結果を受
けて閉鎖都市の土地利用として農地・中所得者
住宅地・高所得者住宅地に、低所得者の集合住
宅いわゆるアパートと中所得者の集合住宅いわ
ゆるマンションの集合住宅地の用途を加えるこ
とにより、現実の都市内土地利用を説明する理
論解を提示することにある。次に、閉鎖都市人
口は一定に保ちつつ、外生変数であるアパート
需要者数を減少させて同数の中所得者住宅地需
要者数を増加させて、各用途の均衡付け値平均
および均衡土地利用構成比に与える影響を検討
する比較静学分析を行う。
本稿により、基本モデルによる都市内住宅地
土地利用の基本形態は出揃うことになり、本モ
デルが企図するAlonso型モデルの拡張と
Alonso型モデルで説明できない諸現象が説明
可能となることが期待できる（2）。
2．多地区多財均衡モデルの構成と解法
多地区多財均衡モデルの構成は、表1の通り
である（3）。単一中心都市の都市空間は各地区
に離散化し（地区番号 i）、用途を財とみなして
いる（用途番号 j、ただし j＝1は農地、用途
数 J）。住宅需要者に対数線形効用関数式（1）、
式（2）を仮定し、中心業務地区CBD（Central 
Business District）の隣接地区 i＝1の付け値分
布に正規分布を仮定すると、各住宅需要者集団
の効用分布式（3）、式（4）、各地区付け値分布
の式（5）、式（6）および敷地規模平均E［Lij］
が得られ、住宅地需要関数式（7）、式（8）が
定義される（4）。なお、CBDから都市境界地区
mまでの各地区付け値分布は1つの地区の付け
値分布が与えられるとすべての地区の付け値分
布が表現されるという重要な性質を導出してい
るが、ここではCBD隣接地区1の付け値分布
を代表として固定することにする。また、集合
住宅の添え字Mは本稿ではアパートと分譲マ
ンションの2種類を検討するので、アパートM
＝1、分譲マンションM＝2等と表記すべきで
あるが、煩雑になるので一括してMと表記す
ることにする。
一方、土地所有者に無差別直線式（9）を仮
定した2パラメタ・ポートフォリオ理論より、
各用途に対する最適投資面積比率ξ ij*が得ら
れ、住宅地供給関数式（10）が定義される（5）。
さらに、各地区各財の均衡条件式（11）、都市
境界地区mの条件式（12）、各地区人口式（13）、
都市人口式（14）により、多地区多財均衡モデ
ルが構成される。
閉鎖都市問題の外生変数は都市人口であり、
用途 jに対する閉鎖都市人口をNjとする（6）。地
区1の各用途 jの付け値分布の変動係数δ 1jを
パラメタとして式（14）を iについて集計する
と、地区1各用途 jの付け値平均μ1jの関数と
して都市人口関数Nj（μ12,…μ1j,…μ1J）、用途 
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表1　多地区多財均衡モデル
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j都市人口関数Nj（μ12,…μ1j,…μ1J）が構成で
きる。
このモデルの解法は参考文献8）の図1に従っ
て、次のようになる。まず外生変数およびパラ
メタと初期値μ1jを設定し、①開放都市モデル
に入力して各用途別土地利用別面積構成比ξ ij
と各地区各用途の平均住宅敷地面積E［Lij］お
よびE［lFiM］を算出する。次いで②これらよ
り用途 jの都市人口関数Nj（μ12,…μ1j,…μ1J）
を構成して、閉鎖都市条件式
Nj（μ12,…μ1j,…μ1J）－Nj＜ε j　　　（15）
を満たせば均衡諸量を算出して効用分布を求め
て終了し、満たさなければ③条件式（11）を満
たすまで開放都市モデルへの代入を繰り返すこ
とになる。
3．集合住宅を含む多地区５財均衡モデル
閉鎖都市の条件の下で、多用途の土地利用状
態等を検討する。ここでは、住宅系の市場参加
者を高・中・低の所得階層とし、中所得者層は
住宅地取得と中層マンション取得を目的とする
2集団が存在し、アパートには低所得者層が入
居するものと想定した。立地競合を検討する財
（用途）は農地 j ＝1、中所得者住宅地 j ＝2、高
所得者住宅地 j ＝3、アパート j ＝4、中層マン
ション j ＝5の5財である。
基本的な設定条件は、架空例であるが表2の
通りである（7）。線形都市の閉鎖都市総人口は
10.2万人、各用途人口は中所得者住宅地 j ＝2
が4.5万人、高所得者住宅地は j ＝3が4万人、
階数 r＝2のアパート j ＝4が2千人、階数 r＝5
の中層マンション j ＝5が1.5万人の設定であ
る。アパートとマンションとは階数だけでな
く、単位土地面積当たり建築費用が異なってい
る（8）。
この設定下では、各地区各用途の均衡価格分
布は、図1のようになる。各用途人口が立地で
きるように各用途需要者群は付け値分布を提示
するが、この立地競合は土地所有者の資産選択
行動と各用途の均衡条件を通して市場的に確定
し、各用途の均衡価格分布として出現する（9）。
各用途の均衡価格分布は各地点で正規分布す
るが、図には均衡価格平均μjと標準偏差σ jの
μj±σ jを示しており、CBD隣接地区の地区1
から郊外に向けて価格平均μjと標準偏差σ jと
もに減少している。土地所有者群からみれば、
各財（用途）の付け値分布は都心部隣接地区の
ハイリスク・ハイリターンから郊外へ向けて
ローリスク・ローリターンの‘投資’（売却）
案件だったことになる。
ここで重要なのは、各地区において高い均衡
価格用途分布の下にも低い均衡価格用途分布が
出現していることである。代表的には地区1で、
最も高い中層マンション均衡価格分布の下にも
高所得者住宅均衡価格分布、中所得者住宅均衡
価格分布、アパート均衡価格分布が市場取引後
に成立している。これは、最高付け値提示者に
土地所有者は土地利用を委ねるという、いわば
‘最高付け値取引ルール’によるAlonso型モデ
ルでは成立しえないことであり、土地所有者は
資産選択行動をとって取引は均衡条件によると
いう本モデルにおいて初めて成立する事象であ
る（10）。土地所有者はローリターンの土地利用
表2　用途5種類立地競合問題の計算条件
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であってもローリスクであれば、ポートフォリ
オ構成におけるリスク分散の資産選択の結果、
低リターンの用途に土地を提供することがあり
得ることを示している。
さて、均衡土地利用は、図2の通りである。
地区1ではアパート、マンション、中所得者住
宅、高所得者住宅とすべての種類の住宅が混在
立地し、地区2ではアパート立地がなくなって、
マンション、中所得者住宅、高所得者住宅の立
地となっている。地区3から地区7までは中所
得者住宅が構成比を下げながら地区7まで高所
得者住宅と混在立地している。地区8では高所
得者住宅の100％立地となり、地区9からは構
成比を下げながら農地との混在すなわちスプ
ロール化して、地区11が都市境界地区となっ
ている。このような均衡土地利用形態により、
人口10.2万人の閉鎖都市が成立することになる
（11）。
なお、このような地区内における混在立地が
可能となるのは本モデルの特徴で、Alonso型モ
デルでは成立しえない。本モデルでの均衡価格
分布とは異なり、‘最高付け値取引ルール’で
は単一の用途のみが選択され土地利用の純化の
下に同心円状の土地利用地帯が形成されるから
である。
図1　用途5種類の均衡価格状況
図2　用途5種類の均衡土地利用形態
図3　用途別各地区人口分布
図4　中・高所得住宅取得者の均衡効用分布
図5　アパート入居者の均衡効用分布
図6　マンション取得者の均衡効用分布
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市場均衡で成立する各地区用途別の人口（密
度）分布は、図3のようになる。都市全体の人
口分布はCBD隣接地区1の高密度から都市境
界地区11の低密度まで減少している。各用途
の敷地面積・床面積分布は地区1の相対的に狭
隘な面積から郊外側に向かうにつれて増加する
ため人口は減少するが、特に地区9からは住宅
地・農地混在のスプロール形態の土地利用も影
響して減少している。
集合住宅のうち、アパートは木造モルタル造
りの2階建てを想定しているが、表2の2000人
はすべて地区1に立地するアパートに入居する
ことになる。これに対してマンションは5階建
てを想定しているので、地区1・2ともに図2の
立地土地面積構成比以上にマンション人口が多
くなっている。中所得者層は地区1から地区7
まで、高所得者層は地区1から地区11まで都市
全体に立地している。
さて、閉鎖都市モデルは都市人口を入力して
土地住宅需要者の効用を出力する（12）。表2の
設定条件の下で、土地住宅需要者の均衡効用分
布は図4～図6となる。効用の比較は、経済学
で主流の序数的効用関数では難しいが、本研究
では効用分布を考えているので、式（1）、式（2）
の効用関数は基数的効用関数となる。
図4は中・高所得者層の均衡効用分布である。
全体的には高所得者の均衡効用分布が中所得者
の均衡効用分布よりも高く位置している。ただ
細かく見れば、この設定条件では両分布は少し
重なっている部分があり、均衡効用値が高所得
者を上回る中所得者がいることを示している。
住宅地需要者の効用関数は式（1）のように敷
地規模に依存するが、敷地規模は分布するので
（13）、式（3）のように均衡効用も分布する（式
（3）は敷地規模ではなく付け値分布で表現して
いる）。敷地規模が分布しているため、この両
者の間には敷地規模が高所得者を上回る中所得
者がいることが示唆されている（14）。
これらに対し、集合住宅需要者の効用関数は
式（2）のように床面積に依存する。ただし、‘床
（部屋）’の程度は異なるものとして、床面積当
たり建築費はアパートとマンションは異なる設
定をしているので、アパート入居者とマンショ
ン取得者の均衡効用分布を直接比較することは
妥当ではない。
一方、土地所有者の均衡効用の地区別分布は
図7のようになる。土地住宅需要者の均衡効用
分布は地区によらないのに対し（15）、土地所有
者の均衡効用は所有する土地の都市内位置に
よって決定的に異なっている。図のように、
CBD隣接地区1の均衡期待効用は高く、郊外側
になるにつれて均衡期待効用も低下していくこ
とになる。
4．多地区５財均衡モデルの比較静学
閉鎖都市人口を10.2万人に保ちつつ、用途別
人口を変化させて比較静学分析を行う。具体的
には①アパート人口を200名減少（0.9倍に減
少）させて中所得住宅人口を200名増加（1.004
倍に増加）させた場合、②アパート人口を400
名減少（0.8倍に減少）させて中所得住宅人口
を400名増加（1.009倍に増加）させた場合、
③アパート人口を600名減少（0.7倍に減少）
させて中所得住宅人口を600名増加（1.013倍
に増加）させた場合である。見掛け上、アパー
ト需要の低所得層が住宅地需要の中所得層に
「移動」したともいえる状況である（16）。図示す
れば、図8のようになる。いずれの場合も高所
得住宅人口、マンション人口は一定で倍率は1
である。
アパートと中所得住宅の外生変数の変化に対
する地区1の各用途の均衡平均価格の変化倍率
の変化を示したのが、図9である。変化人口が
大きくなるにつれ、アパート均衡平均価格倍率
の低下と中所得者住宅の均衡平均価格倍率の上
図7　土地所有者均衡効用の地区別分布
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昇はある意味で当然であるが、高所得者住宅の
均衡平均価格倍率がわずかに上昇しマンション
均衡平均価格倍率が低下するのは非常に興味深
いところである。
外生変数の変化に対する地区1の各用途構成
比倍率の変化は、均衡価格倍率の変化の図9に
対応して、図10のようになる。アパート構成
比倍率の低下と中所得者住宅構成比倍率の上昇
は図9と同様であるが、図8と図9ないし図10
とを比較すれば明らかなように、外生変数の線
形変化に対して図9の均衡価格倍率変化も図10
の構成比変化倍率の変化は非線形となってい
る。なおここでも外生変数は一定であるにもか
かわらず、マンション・高所得者住宅の構成比
倍率が上昇していることは重要である。
閉鎖人口が一定であるマンションと高所得者
住宅の均衡価格と構成比が変化したことは、直
観的には次のように解釈される（17）。ここで、
多用途の立地競合問題は土地所有者の5財（用
途）すべての最適ポーオトフォリ問題を通じて
いるので各用途の付け値分布水準だけでなく相
関係数に大きく関係することに注意しておく必
要がある。互いの用途の相関係数が高ければ競
合度が高くなり、相関係数が低ければ危険分散
を通して競合度が低くなる面があるからであ
る。
まず、用途人口が減少したアパートではア
パート人口の収容を可能とする範囲の供給量を
獲得すればよいので、他の付け値分布との競合
度が低いアパート集合付け値分布は低下し、用
途人口が増加した中所得者住宅地需要は増加人
口が立地できるように付け値分布を上昇するこ
とにより供給量（土地利用構成比）も増加させ
ようとする。このとき、高所得者住宅地の付け
値分布が上昇しなければ、中所得者住宅と競合
度が高い高所得者住宅地への供給量が減少し所
定の需要量を満たさないため、高所得者住宅地
の付け値分布を上昇させることにより供給量を
増加させて均衡を達成しようとする。また、マ
ンションの集合付け値分布が変化しないと、競
合度が低いアパート立地の減少に対してマン
ションへの供給量が増加し、マンション需要者
は必要以上の支払いをすることとなる。そのた
め、マンションの集合付け値分布は低下する動
きをとることになる。
一般に、本モデルの解法は内部に開放都市の
最適化問題を含んでいることから、一種類の用
途 jの人口を変化させると用途 jが提示する付
け値分布が変化し、その結果、全体の最適解に
変化を生じさせ、他の用途 j'も付け値分布の変
化を余儀なくされる。さらに用途 j'の付け値分
布変化が用途 jの付け値変化を促す。そのため、
任意の用途の閉鎖人口が変化すると、閉鎖人口
変化がない用途の均衡価格分布、均衡土地利用
形態も変化することになる。
図8　外生変数（アパートと中所得者住宅の人口）
の変化
図9　地区1の用途別均衡平均価格の変化倍率
図10　地区1の用途別均土地利用構成比の変化倍率
35閉鎖都市条件下における多用途土地利用形態―付け値分布と資産選択に基づく都市内土地利用形態（その９）―
5．おわりに
本稿の主要結果は、次の通りである。
第一に、都市内住宅地モデルとして、農地、
中所得者住宅、高所得者住宅に加えて、アパー
トとマンションの集合住宅を考慮した5財（用
途）について、閉鎖都市の条件下での解法を
行った。例示した計算条件の下では5用途すべ
てが混在する土地利用形態になることなどが示
された。
第二に、基本的な外生変数である閉鎖都市人
口は一定に保ちつつ、中所得者住宅需要とア
パート需要の閉鎖人口を変化させた比較静学分
析を行った。その結果、直接変化させた中所得
者住宅とアパートだけでなく、閉鎖用途人口を
変化させていない高所得者住宅、マンションの
他用途の均衡価格分布、均衡土地利用構成にも
影響を与えることが明らかになった。すべての
財（用途）の立地競合とそれらすべての財（用
途）の付け値分布と相関係数を対象とした土地
所有者の資産選択行動を反映した市場均衡と
なっているからである。
土地需要者に付け値分布、土地所有者に資産
選択を想定した都市内多地区多財均衡モデル
は、開放都市・閉鎖都市いずれにおいても解法
と均衡土地利用形態等を提示することができ、
一応、本稿をもって本研究の基本モデルが完結
したといえる。
謝辞
一部の図版の画像処理に上野賢仁教授のご協
力をいただいた。深く感謝申し上げる次第であ
る。
註
（1） 土地利用の各用途は財としての市場交換によ
り、各用途の具体的土地利用が発現するとみな
す見地からの命名である。なお、都市経済学的
土地利用モデルの開放都市・閉鎖都市の解法方
針は、参考文献12）以降のものであるが、こん
にちでは標準的枠組みとなっている。
（2） Alonsoモデル11）は現代都市経済学的土地利用
モデルの嚆矢であるが、土地・住宅需要者の各
需要者の効用ないし利潤から付け値概念を定式
化し、各土地所有者は自己の土地に対する最高
付け値提示者に土地利用を委ねるというもので
ある。
（3） 本研究は、土地需要者行動は都市経済学の付け
値理論を基に構成し、土地供給者行動は資産選
択理論（ポートフォリオ理論）を基に構成して
いる。現代ポートフォリオ理論は多方面に急速
に展開しているが、本研究で援用したのはア
セット・アロケーション分野創始のMarkowitz
のクリティカル・パス法と資本市場理論分野の
SharpeのCAPMである。クリティカル・パス法
は収益率分布の平均（リターン）と分散または
標準偏差（リスク）というパラメタを対象に最
適資産構成が図られるので、E-V分析、平均・
分散アプローチ、2パラメタ・アプローチ等と
呼ばれて理論的・実証的展開が図られている。
当然、都市経済学や資産選択理論の基礎知識は
前提にしているので、註釈も専門的註釈しか記
していない。参考までに、都市経済学関連の標
準的教科書・専門書等を参考文献11）～22）に、
資産選択理論関連のそれらを参考文献23）～35）
に掲げておく。ただし、本研究では用いないの
で、Black-Scholesのオプション価格式など、確
率微分方程式を用いた金融派生証券理論等を主
として扱っている文献は含まれていない。
（4） 都市経済学における家計立地の住宅（性質は敷
地規模で代表される）に相当するのは、本研究
では宅地（地目）規模＋住宅（建築物）であろ
うことから「住宅地」と表記した（註（7） （8）
参照）。誤解が少ない場合は「住宅」とも表記
している。なお、この「住宅地」価格（ストッ
ク価格）は公示地価・基準地価の呼称を流用し
て用途を明示する必要がない場合は一括して
「地価」と表記した。
（5） 期待効用理論と整合的な危険回避者の無差別曲
線は右上がりの凸関数とされるので、ここでの
無差別‘直線’は期待効用理論の立場からの凸
関数という条件を満たさない。しかしこの近似
により、一般の効用関数の測定という難しい課
題を回避することができ、同時に最適ポート
フォリオ算出のアルゴリズムにおいてもCAPM
を背景とした確立された手法を援用することが
可能となる29）。なお、無差別直線の傾きθとし
て土地所有者の期待効用が表1の式（9）のよう
に表現される。
（6） ここでの「人口」は正確にはCBDに向かう「就
業者数」（1世帯１就業者と仮定）であるが、都
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市経済学の慣行に従って「人口」と表記する。
なお、エネルギー、上下水道、廃棄物等の環境
項目の世帯別原単位がわかれば、それらの都市
空間的分布も推定され、理論的面からの環境都
市政策の検討にも手掛かりを与えることにな
る。
（7） ここでは合成財価格を導入していないので、所
得・交通費・付け値等は実態的な額ではなく、
厳密には価格比しか意味を持たないことにな
る。ただ註（8）に述べるように、一応、設定
条件は1990年前後の熊本市を暗黙のうちに想定
した。特に、相対的に単位交通費が大きいが、
都市境界が‘常識的’に収まる範囲としたから
である。その意味では、歴史的に形成されてき
た都市の土地利用を、本モデルのように‘静学
的に一挙に説明’するためには、設定条件にや
や‘不自然な’設定を行わざるを得ないであろ
う。
（8） 相関係数は用途の類似度が高い場合は相関係数
も高く、類似度が低い場合は低く設定した。土
地に対する付け値分布はハイリスク・ハイリ
ターン、ローリスク・ローリターンとなるのが
望ましいが、その意味ではアパートとマンショ
ンの変動係数はやや大きめの設定となったかも
しれない。これは1990年前後の熊本市での検討
から、アパート床面積付け値分布をN（30，2.42）、
マンション床面積付け値分布をN（50，32）と
想定し、これらを土地面積付け値分布に変換し
て求めた変動係数を用いたためである（詳細は
略）。架空例なので、アパートとマンションの
変動係数は小さめに（あるいは中・高所得者の
変動係数を大きめに）設定してもよかったかも
しれない。また、閉鎖人口も低所得層のアパー
ト需要人口を大きく、高所得層の需要人口を小
さめに設定した方が、より現実に近くなったか
もしれない。なお、『貯蓄動向調査』（1999年）
の年間収入五分位階級別でいえば、年収800万
円はⅣ階級（上位から2番目の階級）、年収600
万円はⅢ階級（中位の階級）、年収400万円はⅡ
階級（下位から2番目の階級）に入る。中・高
所得者の住宅地取得予算は年収の5倍という設
定になっている。1990年代の建売住宅・新築の
年収倍率（全国）は約5～6倍である（『国民生
活白書』平成12年版、p. 192：原データは住宅
金融公庫『公庫融資利用者調査報告』）。一方、
農地付け値に関しては明確な裏付けはない。や
や高めの設定かもしれない。
（9） 図1では煩雑になるので区別していないが、正
確には図2で立地が決定した地区までが均衡価
格分布となり、立地していない地区では需要者
群の提示額である付け値分布に留まることにな
る。
（10） 通常、Alonso型モデルにおける低所得者立地可
能性は、低所得者は付け値を高くする（敷地規
模を縮小する）ことによって‘最高付け値’を
獲得して立地する、とされる。参考文献19）p. 63
の図4-6、21）p. 71の図4-18参照。
（11） 低所得者が都心部に近く、中・高所得者が中間・
郊外地区の住宅地に立地する傾向を示すのは、
本モデルが交通費用と所得とを独立と仮定した
Alonso型のモデル構成に依拠しているからであ
る。その後の様々な修正モデルの考え方を取り
入れれば、さらにわが国の現実に近いモデル構
築が図られよう。
（12） 本モデルでは土地所有者の2パラメタ・ポート
フォリオ理論からの要請より付け値分布に正規
分布を仮定している。したがって、計算上は付
け値分布から効用分布を導出しているが、理論
的論理としては効用分布→付け値分布・敷地規
模分布→需要関数→地区人口等々となる。ただ
し閉鎖都市では‘逆’の順番となる。
（13） 敷地規模分布は単峰型分布で、付け値分布を基
に表現すると次式となる。
（14） 設定条件とくに閉鎖都市人口を変更すれば、両
効用分布は分離する場合も示されるであろう。
（15） ある効用値の空間的付け値曲線は、各地点につ
いての無差別曲線とみなすことができる12）。
（16） ここでアパート需要者層が住宅地需要の中間所
得層へと「移動」すると想定した理由の一つは、
わが国の都市居住者のうち相対的に所得が低い
若年層がアパート居住で貯蓄を行って戸建て住
宅に移るという現実の行動傾向を背景としたこ
とである。実は、「移動」は様々な住宅系人口
間で可能である9）。
（17） 本文後述のように、土地所有者はすべての財（用
途）の付け値分布と相関係数を考慮した最適
ポートフォリオ構成を行うため、単一用途ごと
の説明は難しく直観的説明は主要部分のイメー
ジに留まる。いずれにせよ複雑な非線形連立方
程式となる本モデルでは、外生変数の変化に対
する内生変数の変化も複雑になる。
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